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ご利用上の注意 

1. 本手続き集ではカンボジアの投資法、改正投資法、改正投資法の施行に関する

Sub-Decree No. 111 及び会社法に基づく事業体の細目の変更に関する法規制と

手続について扱っています。 

2. 本手続き集の目的はカンボジアにおける一般的な法規制に基づき、事業体の細

目の変更に関する事項について基本的な理解と情報を読者に提供することです。 

3. 本手続き集の内容や本手続き集に関連して提供される文書の正確性と完全性に

ついて、表明や保証を示すあるいは含意するものではありません。 

4. 本手続き集で取り扱われている事項について行動を起こす際には、事前に外部

専門家のアドバイスを得ることをお勧めします。 

5. カンボジア汚職防止法が 2011 年 8 月に成立しています。同法の下では政府職

員に対する贈賄や”Facilitation payment”は犯罪行為とされています。書類の提出

時の非公式手数料は贈賄又は”Facilitation payment”に該当し、同法により犯罪と

して扱われる可能性があります。 

 

免責条項 

本手続き集に記載されたアドバイスは、本手続き集の作成時点でのカンボジアの法令

と実務及び上記の状況に基づいて提供されています。法令は将来においてあるいは遡

及的に改正されることがあります。さらに、法令は関連当局によって不統一な解釈あ

るいは適用がなされることがあります。 

特別な手配がなされない限り、将来の法令改正や規制当局の実務の変更は本手続き集

には反映されません。最新の状況はその都度、専門家にご確認ください。 
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要約 

 

会社細目の変更に関する手続きの概要は以下の通りです。  

 

参照 項目 主な内容 

第 1 章 適格投資プロジェクト(QIP) 

1.1 カンボジア開発評議会（CDC）への変更手続 

1.1.1 会社細目の変更 会社細目の変更がある場合、投資家は変更

の 10 営業日前までに CDC又は PMIS に申

請書を提出し承認を受ける必要がありま

す。 

1.1.2 未登録者による QIP 事業

の買収 

買手は投資家として登録されることと QIP

の最終登録証明書を新たな事業体に移転す

ることについて、最終登録証明書の移転の

10 営業日前までに書面で CDC/PMIS へ申

請することが必要です。 

1.1.3 他の投資家による QIP 事

業の買収 

買手の投資家は当該 QIP の資格を得るため

に買収の 10 営業日前までに書面で

CDC/PMIS へ申請することが必要とされて

います。 

1.2 商業省への変更手続 

1.2.1 会社細目の変更 投資家は会社細目の変更の発効日から 15

営業日以内に商業省に会社細目の変更を登

録しなければなりません。 

1.3 税務署への変更手続き 投資家は会社細目の変更から 15 営業日以

内に税務署へ通知する必要があります。 

1.4 労働当局への通知 投資家は住所、生産工程、取締役の変更や

会社の閉鎖について 30日以内に労働当局

へ通知する必要があります。 

1.5 その他の関連当局 

1.5.1 国家社会保険基金

（NSSF）への通知 

会社名、住所、所有者、取締役又は株主の

代表者の変更について、変更後 30 日以内

に国家社会保険基金へ通知する必要があり

ます。 

1.5.2 工業・手工芸省（MIH）

への通知／登録 

工場・手芸工場がプロジェクト拡張や所有

者、住所、会社名の変更を行う場合、所有

者は 10 営業日以内に MIHへ通知又は認可

申請しなければなりません。 

1.5.3 他のライセンス当局 他のライセンス当局に登録している会社

は、CDC／商業省からの認可レターの取得
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後に細目変更について当該ライセンス当局

への通知又は認可申請が必要です。 

第 2 章 事業会社 

2.1 商業省への変更手続 

2.1.1 会社細目の変更 何らかの変更がある場合、会社は変更の発

効後 15 営業日以内に商業省へ変更を登録

しなければなりません。 

2.1.2 事業体の合併及び買収 2 社以上の会社が 1 つの会社に合併するこ

と又は統合して新たな会社を設立すること

ができます。 

2.2 税務署への変更手続き 上記 1.3 と同様 

2.3 労働当局への通知 上記 1.4 と同様 

2.4 その他の関連当局 

2.4.1 国家社会保険基金

（NSSF）への通知 

上記 1.5.1 と同様 

2.4.2 他のライセンス当局 上記 1.5.3 と同様 

第 3 章 支店／駐在員事務所 

3.1 商業省への変更手続 登録住所やマネジャー（責任者）、本店名

などの変更を行う場合には、支店／駐在員

事務所は変更の発効後 15 営業日以内に商

業省へ変更を登録しなければなりません。 

3.2 税務署への変更手続き 上記 1.3 と同様 

3.3 労働当局への通知 上記 1.4 と同様 

3.4 その他の関連当局 

3.4.1 国家社会保険基金

（NSSF）への通知 

上記 1.5.1 と同様 

3.4.2 他のライセンス当局 上記 1.5.3 と同様 
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第1章 適格投資プロジェクト(QIP) 

1.1 カンボジア開発評議会（CDC）への変更手続 

1.1.1 会社細目の変更 

会社の細目の変更には会社の事務所住所、工場住所、会社名、株主、取締役、事業目

的の変更や登録資本の増減、投資計画や定款（Memorandum and Articles of Association, 

M&A）その他の変更が含まれます。投資家は変更の 10 営業日前までに CDC又は州・

特別市投資小委員会（PMIS）に該当する手続きに従って申請書類を提出する必要があ

ります。CDC／PMIS は 10 営業日以内に認可するかどうか決定します1。 

一方、CDC の公共サービスに関する CDC と経済財政省（MoEF）との改正省令（Joint 

Prakas 991（2012 年 12 月 28 日付））によると、変更申請の内容（製品の変更、プロ

ジェクトの拡大、新製品の追加など）によっては認可に 10 営業日以上を要すること

があります。 

CDC のチェクリストによれば、下記事項について CDC の認可を申請する場合には変

更後の定款が必要です。 

 会社名の変更 

 取締役・株主の代表者の変更 

 登録資本金の増額・減額 

 株主の変更 

 法的形態の変更 

下記事項について CDCの認可を申請する場合には変更後の定款は不要です。 

 事務所住所の変更 

 工場住所の変更 

しかし、会社が定款を変更することを希望する場合は、細目変更の申請書と共に変更

後の定款を CDC への提出することができます。 

様々な細目変更時に要求される書類の CDC のチェックリストは付録 II i を参照してく

ださい。ただし、実際には、CDC は以下の書類も申請書類と共に提出することを要求

します。 

1. 最新のコンプライアンス証明書(Certificate of Compliance, CoC)の写し 

2. 最終登録証明書(Final Registration Certificate, FRC)の写し 

3. 最新の CDCからの QIP 認可レターのコピー（変更のある場合） 

                                                      
1 Article 7.7of Sub-Decree No. 111 on the Implementation of the Amendment to the Law on Investment 
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4. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

5. 最新のパテント税証明書のコピー 

会社はすべての必要書類を揃え CDC と経済財政省との Joint Prakas 991 に基づく公式

手数料を支払い CDC に書類の審査と承認を申請します。CDC での手数料の詳細につ

いては付録 II i の各細目変更に関する公式手数料を参照してください。 

上記 Joint Prakas 991 によれば、CDC は申請書類一式の受領日から 10～15 営業日以内

に申請された細目変更に関する認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上

の日数を要する場合があります。 

1.1.2 未登録者による QIP 事業の買収 

改正投資法に関する Sub-decree 111 では、未登録者が投資家から QIP 事業を買い取る

ことを認めています。この場合、買手は投資家として登録されることと QIP の最終登

録証明書を新たな事業体に移転することについて、最終登録証明書の移転の 10 営業

日前までに書面で CDC/PMIS へ申請することが必要です。CDC/PMIS は申請書類の受

領日から 10 営業日以内に申請書類を審査し、買手に登録と最終登録証明書の移転を

認可する又は却下する書面を発行します2。 

CDC のチェクリストに示された必要書類を準備する際には、以下の追加的な書類も申

請書類と共に提出することが要求されます。 

1. コンプライアンス証明書(Certificate of Compliance, CoC)の写し 

2. 最終登録証明書(Final Registration Certificate, FRC)の写し 

3. 最新の CDCからの QIP 認可レターのコピー（変更のある場合） 

4. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

5. 最新のパテント税証明書のコピー 

会社はすべての必要書類を揃え CDC と経済財政省との Joint Prakas 991 に基づく公式

手数料４百万リエル（約 1,000 米ドル）を支払い CDC に書類の審査と承認を申請しま

す。 

上記 Joint Prakas 991 によれば、CDC は申請書類一式の受領日から 10 営業日以内に申

請された細目変更に関する認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上の日

数を要する場合があります。 

1.1.3 他の投資家による QIP 事業の買収 

Sub-decree 111では、買手の投資家は当該QIPの資格を得るために買収の10営業日前ま

でに書面でCDC/PMISへ申請することが必要とされています。CDC/PMISは申請書類一

                                                      
2 Article 10.1 and 10.2 of Sub-Decree No. 111 on the Implementation of the Amendment to the Law on Investment 
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式の受領日から10営業日以内に申請書類を審査し、買手の投資家に登録と最終登録証

明書の移転を認可する又は却下する書面を発行します3。 

CDC のチェクリストに示された必要書類を準備する際には、双方の投資家に関する以

下の追加的な書類も申請書類と共に提出することが要求されます。 

1. コンプライアンス証明書(Certificate of Compliance, CoC)の写し 

2. 最終登録証明書(Final Registration Certificate, FRC)の写し 

3. 最新の CDCからの QIP 認可レターのコピー（変更のある場合） 

4. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

5. 最新のパテント税証明書のコピー 

会社はすべての必要書類を揃え CDC と経済財政省との Joint Prakas 991 に基づく公式

手数料４百万リエル（約 1,000 米ドル）を支払い CDC に書類の審査と承認を申請しま

す。 

上記 Joint Prakas 991 によれば、CDC は申請書類一式の受領日から 10 営業日以内に申

請された細目変更に関する認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上の日

数を要する場合があります。 

1.1.4 罰則 

上述の重要な変更についての登録はCDC/PMISの認可を取得する必要があります。法

律上、この規則への違反は罰則の対象となります。新たな者又は買手の投資家がQIP

の合併及び買収の規定によるCDC/PMISへの登録申請を怠った場合は、当該新たな者

又は買手の投資家はQIPの投資インセンティブ及び保障を享受できません4。 

1.2 商業省(MoC)への変更手続 

1.2.1 会社細目の変更 

投資家は会社細目の変更の発効日から 15 営業日以内に商業省に会社細目の変更を登

録しなければなりません5。投資家は変更申請に対する CDC の認可レターを取得後、

以下の必要書類と共に申請レター／商業省の申請フォームを商業省に提出し登録する

必要があります。 

1. CDC からの細目変更の認可レターのコピー（2部） 

2. CDC で登録されたすべての変更後の定款（該当ある場合） 

3. CDC の最終登録証明書のコピー 

4. CDC へ提出したすべての書類のコピー 

5. 商業省の最新の認可レターのコピー（変更ある場合） 

                                                      
3 Article 11.1 and 11.2 of Sub-Decree No. 111 on the Implementation of the Amendment to the Law on Investment 
4 Article 12 of Law on Amendment to the Law on Investment 
5 Article 3 of Law on Commercial Enterprises 
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6. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

7. 商業省で登録された最新の定款のコピー 

8. 商業省が発行した会社設立の認可レター 

9. 最新の年次事業申告書（Annual Declaration of Commercial Enterprise, ADCE）

のコピー 

10. 最新のパテント税証明書のコピー 

11. 商業省に申請書類を提出する人に対する委任状の原本 

12. 商業省に申請書類を提出する人のパスポート／カンボジア ID カードのコピ

ー 

会社はすべての必要書類を揃え、商業省と経済財政省との Joint Prakas 1643（2014 年

12 月 16 日付）に基づく申請書類の処理に対する公式手数料 24 万リエル（約 60 米ド

ル）又は 80 万リエル（約 200 米ドル）6及び定款変更の場合には追加で 20 万リエル

（約 50 米ドル）を支払い商業省に提出します。 

上記 Joint Prakas 1643 によれば、商業省は申請書類一式の受領日から 3～5 営業日以内

に申請された細目変更の認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上の日数

（10～20 営業日）を要する場合があります。 

1.2.2 罰則 

変更日から 15 営業日以内での商業省への変更登録を怠った場合は 50 万～100 万リエ

ルの罰金の対象となります7。 

1.3 税務署への変更手続き 

経済財政省の Prakas 1139（2014 年 10 月 9 日付）及び税法第 101 条（登録の要請）に

より、投資家は住所、法的形態、名称、事業目的、取締役又は税務責任者の変更があ

る場合は 15 日以内に税務当局へ通知することが必要となります。 

税法上、上記の変更の税務当局への通知を怠った場合は、税法の実施を妨害したとみ

なされ、税務当局が科す罰金（実態課税制度では 2 百万リエル、推定課税制度では 50

万リエル）の対象となります。 

実務上、この通知は変更に関する商業省の認可レターを添付した税務署長宛ての会社

のレターによりなされます。この点、実際には 15 営業日は商業省の認可日からカウ

ントされます。 

                                                      
6 登録資本金の変更（株式譲渡、増額及び減額）の場合は 80 万リエル、その他の変更の場合は 24 万リエ

ル 
7 Article 42 of Law on Commercial Rules and Register 
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税務署への通知に加え、通知レター上で税務署に対し変更点を新しいパテント税証明

書と VAT 証明書に反映するよう要請することが望ましいです。これは、そのような

要請と関連税務署員への連絡がない限り税務署は新しい証明書を自動的には発行しな

いためです。証明書の取得プロセスは比較的わかりやすいものですが、時間がかかっ

たり税務署員によって遅延が生じたりすることもあります。そのため、証明書をでき

るだけ早く取得したいのであれば、納税者は定期的かつ密接に関連税務署員に働きか

けることが望まれます。 

加えて、住所変更により事業者の税務申告先・納税先の管轄税務署が変更になる場合

には、変更前の税務署は当該事業者が別の税務署へ移管されることの認可レターを発

行します。ただし、発行前に、当該事業者が変更前の税務署における納税義務を適切

に果たしていることを確かめるために申告納税状況について税務調査を行います。こ

の税務調査は税法に明記されたものではありませんが、実務上、税務署からの要請を

避けるのは難しいかもしれません。税務署長又はより高位者に対してこの税務調査の

免除を要請することはできますが、それが認められる保証はありません。経験上、税

務署がこの税務調査を免除し別の税務署への移管の認可レターを発行するのは、事業

者がまったくあるいはほとんど事業活動を行っていない場合のみです。 

1.4 労働当局への通知 

会社は住所、生産工程、取締役の変更や会社の閉鎖について 30 日以内に労働当局へ

通知する必要があります8。 

会社は商業省の認可レターを取得後、以下の必要書類と共に通知レターを労働当局に

提出する必要があります。 

1. CDC からの細目変更の認可レターのコピー 

2. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー 

3. CDC と商業省で登録された変更後の定款（該当ある場合）のコピー 

4. 最新のパテント税証明書のコピー 

5. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

労働当局の押印／職員の署名のある書類を１セット控えとして返却するように要請す

るため、会社は通知書類を３セット準備します。労働当局は応答としての認可レター

などを発行しないため、提出済み通知レターの控えが調査チームによる調査が行われ

た際に義務を果たしていることを証明する唯一の書類となります。今のところ、通知

レターの提出にあたり手数料はかかりません。 

                                                      
8 Article 3 of Prakas No. 288 on the Declaration of the opening and closing company 
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1.5 その他の関連当局 

1.5.1 国家社会保険基金（NSSF）への通知 

NSSF に登録している会社は会社名、住所、所有者、取締役又は株主の代表者の変更

について、変更後 30 日以内に国家社会保険基金へ通知する必要があります9。 

会社は商業省の認可レターを取得後、以下の必要書類と共に通知レターを国家社会保

険基金に提出する必要があります。 

1. CDCからの細目変更の認可レターのコピー 

2. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー 

3. CDC と商業省で登録された変更後の定款（該当ある場合）のコピー 

4. 最新のパテント税証明書のコピー 

5. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

国家社会保険基金の押印／職員の署名のある書類を１セット控えとして返却するよう

に要請するため、会社は通知書類を３セット準備します。国家社会保険基金は応答と

しての認可レターなどを発行しないため、提出済み通知レターの控えが調査チームに

よる調査が行われた際に義務を果たしていることを証明する唯一の書類となります。

今のところ、通知レターの提出にあたり手数料はかかりません。 

1.5.2 工業・手工芸省（Ministry of Industry and Handicraft, MIH）への通知／登録 

工場（手芸工場含む、以下同じ）の所有者に変更がある場合は、新しい所有者は所有

者になった日から 10 営業日以内に所有権の認識を MIH へ申請しなければなりません。

MIHは申請受領日から 4営業日以内に申請に回答しなければなりません10。 

施設の名称の変更を希望する場合、工場所有者は新しい名称の使用開始の少なくとも

10 日前までに MIHへ新しい名称を通知するレターを提出する必要があります11。 

拡張、支店設立、工場移転については、MIHの許可を取得しなければなりません12。 

プロジェクトの拡張又は所有者、住所、会社名の変更に関する CDC／商業省の認可を

取得後、会社は MIH の認可を申請する必要があります。MIH への認可申請の必要書

類は以下のとおりです。 

 プロジェクトの拡張 

1. プロジェクト拡張の申請レター 

2. 工場開設の Prakas 及び MIHが発行した有効な事業ライセンス 

3. CDC からの細目変更の認可レターのコピー（該当ある場合） 

                                                      
9Notification No. 12/09 of National Social Security Fund 
10 Article 17 of Prakas 242 on Procedure for Implementing Regulations on Factory and Handicraft’s Operation 
11 Article 21of Prakas 242 on Procedure for Implementing Regulations on Factory and Handicraft’s Operation 
12 Article 11 of Law of administration of Factory and Handicraft 
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4. フィージビリティレポート 

5. 新たな設備レイアウト 

6. 月次生産レポート 

7. 工場の看板と生産活動の写真 

8. 所有者の IDカード／パスポートのコピーに本人が署名したもの 

 所有者の変更 

1. 所有者の変更の申請レター 

2. CDC からの細目変更の認可レターのコピー（該当ある場合） 

3. CDC／商業省へ登録した変更後の定款のコピー 

4. 工場開設の Prakas 及び MIHが発行した有効な事業ライセンス 

5. 月次生産レポート 

6. 工場の看板と生産活動の写真 

7. 所有者の IDカード／パスポートのコピーに本人が署名したもの 

 工場住所の変更 

1. 工場住所の変更の申請レター 

2. CDC からの細目変更の認可レターのコピー（該当ある場合） 

3. 現地当局からの新しい住所のロケーションの確認レター 

4. 工場開設の Prakas 及び MIHが発行した有効な事業ライセンス 

5. 月次生産レポート 

6. 工場の看板と生産活動の写真 

7. 新たなロケーションにおける新しい設備レイアウト 

8. 所有者の IDカード／パスポートのコピーに本人が署名したもの 

 会社名の変更 

1. 会社名の変更の申請レター 

2. CDC からの細目変更の認可レターのコピー（該当ある場合） 

3. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー（該当ある場合） 

4. CDC／商業省へ登録した変更後の定款のコピー 

5. 工場開設の Prakas 及び MIH が発行した有効な事業ライセンス 

6. 月次生産レポート 

7. 工場の看板と生産活動の写真 

8. 所有者の IDカード／パスポートのコピーに本人が署名したもの 

必要書類を準備し、会社は正確性と完全性（漏れがないか）の審査のため MIH に提出

します。MIH が申請書類の完全性を確認したのち、会社は MIH と経済財政省との

Joint Prakas 1005（2012年 12 月 28 日付）に基づく申請書類の処理に対する公式手数料

を支払います。MIHでの公式手数料の詳細は付録 II ii をご参照ください。 

上述の Joint Prakas 1005によれば、MIHは申請書類一式の受領日から 10営業日以内に

申請された上記の変更の認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上の日数

を要する場合があります。 



 

Copyright © 2015 JETRO. All rights reserved. 

 

 

11 

 

1.5.3 他のライセンス当局 

他のライセンス当局に登録している会社は、CDC／商業省からの認可レターの取得後

に細目変更について当該ライセンス当局への通知又は認可申請が必要です。 
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第2章 事業会社 

2.1 商業省(MoC)への変更手続 

2.1.1 会社細目の変更 

会社法第 238条、改正事業規則及び登録法（Law on Amendment to Law on the 

Commercial Rules and Register）第17条・第18条、定款変更の申請及び手続に関する

Prakas 099 MoC/SM2008によると、以下の場合には定款の変更が必要です。 

 会社名の変更 

 事業目的の増加、減少又は変更 

 いずれかの種類株式の絶対的又は相対的な特徴の変更を伴う種類株式の再分配 

 いずれかの種類株式に対する支払可能な配当の変更 

 登録資本金の増額、減額 

 会社の存続期間の変更 

 登録事務所の変更 

 定足数の変更 

 取締役の変更 

 株式譲渡 

 会社形態の変更 

 株主の変更 

 会社法により定款に含めることが認める条項の追加 

何らかの変更がある場合、会社は変更の発効後15営業日以内に商業省へ変更を登録し

なければなりません13。 

条項の変更に関するすべての書類には株主が変更を承認した日付を明記し、少なくと

も取締役会議長又は議長から権限を与えられた取締役が署名することが重要です14。 

定款変更は商業省の変更証明書に示された日付において有効となります（変更自体が

変更証明書の日付から90日以内の日付を発効日として指定している場合を除く）15。 

実務上、下記事項について商業省の認可を申請する際には修正した定款が必要です。 

 登録資本金の増額、減額 

 株式譲渡 

 株主の変更 

 法的形態の変更、など 

                                                      
13 Article 3 of Law on Commercial Enterprises  
14 Article 239 of Law on Commercial Enterprises  
15 Article 240 of Law on Commercial Enterprises  
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下記事項について商業省の認可を申請する際には修正した定款は不要です。 

 会社住所の変更 

 会社名の変更 

 取締役・株主の代表者の変更 

この場合、商業省は会社が既存の定款と合わせて使用できるように申請された変更の

認可レターのみを発行します。 

しかし、会社が定款自体を修正することを希望する場合は、細目変更の申請書と共に

新しい定款を商業省へ提出することができます。 

会社細目の変更を申請する際に通常必要となる書類は以下の通りです。 

1. 申請レター又は商業省の Form B 

2. 会社の決議書の原本（当該決議書が海外からの場合は公証を受けたもの） 

3. 最新の商業省からの会社細目の認可レターのコピー（変更のある場合） 

4. 商業省が発行した有効な会社設立証明書のコピー（会社名を変更する場合

は原本が必要） 

5. 商業省で登録された最新の定款のコピー 

6. 商業省が発行した会社登記の認可レターのコピー 

7. 最新の年次事業申告書（Annual Declaration of Commercial Enterprise）のコピ

ー 

8. 最新のパテント税証明書のコピー 

9. 商業省に申請書類を提出する人に対する委任状の原本 

10. 商業省に申請書類を提出する人のパスポート/カンボジア ID カードのコピ

ー 

会社はすべての必要書類を揃え、商業省と経済財政省との Joint Prakas 1643（2014 年

12 月 16 日付）に基づく申請書類の処理に対する公式手数料 24 万リエル（約 60 米ド

ル）又は 80 万リエル（約 200 米ドル）16及び定款変更の場合には追加で 20 万リエル

（約 50 米ドル）を支払い商業省に提出します。 

上記 Joint Prakas 1643 によれば、商業省は申請書類一式の受領日から 3～5 営業日以内

に申請された細目変更の認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上の日数

（10～20 営業日）を要する場合があります。 

 

                                                      
16 登録資本金の変更（株式譲渡、増額及び減額）の場合は 80 万リエル、その他の変更の場合は 24 万リエ

ル 
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2.1.2 事業体の合併及び買収 

会社法第 241 条により、2 社以上の会社が 1 つの会社に合併すること又は統合して新

たな会社を設立することができます。 

解散する会社は「構成会社」、事業を継続する会社は「存続会社」と呼ばれます。構

成会社の法人格は商業省が存続会社に合併証明書を発行した日に消滅します。 

現在の実務では、商業省での事業体の合併及び買収についての手続が明確でなく、会

社の合併は実際的ではありません。しかし、会社が事業体の合併を希望する場合には、

実行前に商業省に相談することをお勧めします。 

2.1.3 罰則 

変更日から 15 営業日以内での商業省への変更登録を怠った場合は 50 万～100 万リエ

ルの罰金の対象となります17。 

2.2 税務署への変更手続き 

上述の 1.3 を参照してください。 

2.3 労働当局への通知 

会社は住所、生産工程、取締役の変更や会社の閉鎖について 30 日以内に労働当局へ

通知する必要があります 

会社は商業省の認可レターを取得後、以下の必要書類と共に通知レターを労働当局に

提出する必要があります。 

1. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー 

2. 商業省で登録された変更後の定款（該当ある場合）のコピー 

3. 最新のパテント税証明書のコピー 

4. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

労働当局の押印／職員の署名のある書類を１セット控えとして返却するように要請す

るため、会社は通知書類を３セット準備します。労働当局は応答としての認可レター

などを発行しないため、提出済み通知レターの控えが調査チームによる調査が行われ

た際に義務を果たしていることを証明する唯一の書類となります。今のところ、通知

レターの提出にあたり手数料はかかりません。 

                                                      
17 Article 42 of Law on Commercial Rules and Register 
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2.4 その他の関連当局 

2.4.1 国家社会保険基金（NSSF）への通知 

NSSF に登録している会社は会社名、住所、所有者、取締役又は株主の代表者の変更

について、変更後 30 日以内に国家社会保険基金へ通知する必要があります。 

会社は商業省の認可レターを取得後、以下の必要書類と共に通知レターを国家社会保

険基金に提出する必要があります。 

1. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー 

2. 商業省で登録された変更後の定款（該当ある場合）のコピー 

3. 最新のパテント税証明書のコピー 

4. 商業省が発行した会社設立証明書のコピー 

国家社会保険基金の押印／職員の署名のある書類を１セット控えとして返却するよう

に要請するため、会社は通知書類を３セット準備します。国家社会保険基金は応答と

しての認可レターなどを発行しないため、提出済み通知レターの控えが調査チームに

よる調査が行われた際に義務を果たしていることを証明する唯一の書類となります。

今のところ、通知レターの提出にあたり手数料はかかりません。 

2.4.2 他のライセンス当局  

他のライセンス当局に登録している会社は、商業省からの認可レターの取得後に細目

変更について当該ライセンス当局への通知又は認可申請が必要です。 
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第3章 支店／駐在員事務所 

3.1 商業省(MoC)への変更手続 

登録住所やマネジャー（責任者）、本店名などの変更を行う場合には、支店／駐在員

事務所は変更の発効後 15 営業日以内に商業省へ変更を登録しなければなりません。

これらの変更に必要な書類は以下のとおりです。 

1. 商業省への変更の申請レター 

2. 本店での変更の決議書（公証人／弁護士による公証を受けたもの） 

3. 最新の商業省からの会社細目の認可レターのコピー（変更のある場合） 

4. 支店／駐在員事務所の登録認可レターのコピー 

5. 支店／駐在員事務所設立証明書のコピー（支店／駐在員事務所の本店名を

変更する場合は原本が必要） 

6. 最新のパテント税証明書のコピー 

7. 最新の年次事業申告書のコピー 

8. 公証人／弁護士による公証を受けた新たな本店の定款及び設立証明書（本

店名が変更となる場合にのみ必要） 

9. 商業省に申請書類を提出する人に対する委任状の原本 

10. 商業省に申請書類を提出する人のパスポート/カンボジア ID カードのコピ

ー 

支店／駐在員事務所はすべての必要書類を揃え、商業省と経済財政省との Joint Prakas 

1643（2014 年 12 月 16 日付）に基づく申請書類の処理に対する公式手数料 24 万リエ

ル（約 60 米ドル）を支払い商業省に提出します。 

上記 Joint Prakas 1643 によれば、商業省は申請書類一式の受領日から 3～5 営業日以内

に申請された細目変更の認可レターを発行します。しかし実際には、それ以上の日数

（10～20 営業日）を要する場合があります。 

3.2 税務署への変更手続き 

上述の 1.3 を参照してください。 

3.3 労働当局への通知 

支店／駐在員事務所は商業省の認可レターを取得後、30 日以内に以下の必要書類と共

に通知レターを労働当局に提出する必要があります。 

1. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー 

2. 最新のパテント税証明書のコピー 

3. 商業省が発行した有効な設立証明書のコピー 
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労働当局の押印／職員の署名のある書類を１セット控えとして返却するように要請す

るため、支店／駐在員事務所は通知書類を３セット準備します。労働当局は応答とし

ての認可レターなどを発行しないため、提出済み通知レターの控えが調査チームによ

る調査が行われた際に義務を果たしていることを証明する唯一の書類となります。今

のところ、通知レターの提出にあたり手数料はかかりません。 

3.4 その他の関連当局 

3.4.1 国家社会保険基金（NSSF）への通知 

NSSF に登録している支店／駐在員事務所は商業省の認可レターを取得後 30 日以内、

以下の必要書類と共に通知レターを国家社会保険基金に提出する必要があります。 

1. 商業省からの細目変更の認可レターのコピー 

2. 最新のパテント税証明書のコピー 

3. 商業省が発行した有効な設立証明書のコピー 

国家社会保険基金の押印／職員の署名のある書類を１セット控えとして返却するよう

に要請するため、支店／駐在員事務所は通知書類を３セット準備します。国家社会保

険基金は応答としての認可レターなどを発行しないため、提出済み通知レターの控え

が調査チームによる調査が行われた際に義務を果たしていることを証明する唯一の書

類となります。今のところ、通知レターの提出にあたり手数料はかかりません。 

3.4.2 他のライセンス当局 

他のライセンス当局に登録している支店／駐在員事務所は、商業省からの認可レター

の取得後に細目変更について当該ライセンス当局への通知又は認可申請が必要です。  
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付録 

I. 法的基礎 

法規の種類 参照番号 発行機関 発行日 状態 内容 

Law NS/RKM/1199/12 National 

Assembly 

November 

18, 1991 

Current Law on Commercial 

Rule and Register and 

Law 

Law NS/RKM/1605/01

9 

National 

Assembly 

June 19, 

2005 

Current  Law on Commercial 

Enterprise 

Law 03/NS94 National 

Assembly 

August 

15, 1994 

Current Law on Investment 

Law RS/RKM/0303/00

9 

National 

Assembly 

March 24, 

2003 

Current Cambodia Investment 

Law 

Sub Decree 111/ENKR/BK Government  September 

27, 2005 

Current  Sub-Decree on the 

Implementation of the 

Amendment to the Law 

on Investment of the 

Kingdom of Cambodia 

Notification 12/09/BSS National 

Social 

Security Fund 

December 

08, 2009 

Current  Notification of business 

modification 

Prakas 288/SKBY Ministry of 

Social Affairs, 

Labor 

Vocational 

Training and 

Youth 

Rehabilitation 

November 

05, 2001 

Current Prakas on Business 

Opening and Closure 

Prakas 099MoC/SM2008 Ministry of 

Commerce 

April 07, 

2008 

Current Prakas on Procedure for 

Amendment of the 

Memorandum and 

Articles of Association  

Prakas 081/09 

KB/PRAKAS 

Ministry of 

Labour and 

Vocational 

Training  

April 23, 

2009 

Current Determination of Role 

of Social Security 

Governor and Inspector 

of the NSSF 

Law NS/RKM/0303/01

0 

National 

Assembly 

March 31, 

2003 

Current Law on Amendment of 

the Law on Taxation 
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II. 必要書類と公式手数料 

i. CDC における会社細目の変更時の必要資料と公式手数料 

項目 内容 必要資料 公式手数料 

1.1.1 会社細目の変更   

  会社名の変更 1. 変更の申請レター（原本 3 部） 

2. 株主総会議事録又は株主の決議

書（原本 3部） 

3. 定款変更の覚書（原本 3部） 

4. 商業省からの新会社名の認可レ

ター（原本 1 部） 

5. 新たな定款（原本 7 部） 

6. 税務債務とその他の債務に関す

る責任の確認レター（原本 3

部） 

7. 法人株主については委任状（原

本 3 部）が必要 

2 百万リエル 

(約 500USD) 

  取締役・株主の代

表者の変更 

1. 変更の申請レター（原本 3 部）  

2. 最近の定款（コピー1 部） 

3. 新たな定款（原本 7 部） 

4. IDカード／パスポートのコピー

（1 部） 

5. 株主の写真(4x6cm、2 セット) 

6. 株主総会議事録又は株主の決議

書（原本 3部） 

7. 法人株主については次の書類 

- 委任状が必要（原本 1 部） 

- 親会社からの任命書が必要（原

本 1 部） 

2 百万リエル 

(約 500USD) 

  登録資本金の増

額・減額 

1. 変更の申請レター（原本 3 部） 

2. 最近の定款（コピー1 部） 

2 百万リエル 

(約 500USD) 
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3. 新たな定款（原本 7 部） 

4. 登録資本金の増額のフォーム

（原本 3 部） 

5. 株主総会議事録又は株主の決議

書（原本 3部） 

6. 法人株主については次の書類 

- 委任状が必要（原本 1 部） 

- 親会社からの任命書が必要（原

本 1 部） 

  株式譲渡 1. 変更の申請レター（原本 3 部） 

2. 株主総会議事録又は株主の決議

書（原本 3部） 

3. 株式譲渡のフォーム（原本 3

部） 

4. 変更後の株主リスト（原本 3

部） 

5. 税務債務とその他の債務に関す

る責任の確認レター（原本 3

部） 

6. 新株主の IDカード／パスポー

トのコピー（1 部） 

7. 新株主の犯罪記録（無犯罪証明

書） 

8. 現在使われている定款（コピー

1 部） 

9. 新たな定款（原本 7 部） 

10. 法人株主については次の書類 

- 委任状が必要（原本 1 部） 

- 親会社からの任命書が必要（原

本 1 部） 

2 百万リエル 

(約 500USD) 

  事務所住所の変更 1. 申請レター（原本 3 部） 

2. 住所変更に関する株主総会議事

録又は株主の決議書（原本 3

部） 

3. 最新の定款のコピー及び最終登

なし 
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録証明書（コピー1 部） 

4. 新事務所の賃貸契約書（原本 1

部） 

5. 新事務所の地図（原本 1部） 

  工場住所の変更 1. 申請レター（原本 3 部） 

2. 住所変更に関する株主総会議事

録又は株主の決議書（原本 3

部） 

3. 新工場を証明するもの（現地当

局に認証された賃貸契約書、新

工場の地図、マスタープラン）

（原本 1 部） 

4. 新工場の地図（原本 1 部） 

5. 法人株主については委任状（原

本 3 部）が必要 

2 百万リエル 

(約 500USD) 

ii. 工業・手工芸省での公式手数料 

項目 区分 公式手数料 

1.5.2 工業・手工芸省  

 - 資本金 50,000 米ドル未満 25,000 リエル(約 6.25 米ドル) 

 - 資本金 50,000 米ドルから 250,000 米ドル 50,000 リエル(約 12.5 米ドル) 

 - 資本金 250,000 米ドルから 500,000 米ド

ル 

100,000 リエル(約 25 米ドル) 

 - 資本金 50,000 米ドル超 200,000 リエル(約 50 米ドル) 
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